
本庄市市民提案型協働事業制度 
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＜問い合わせ＞ 

 本庄市役所 市民生活部 市民活動推進課（市役所本庁舎 3階） 

 〒367-8501 本庄市本庄 3-5-3 

  ℡：0495-25-1118 FAX：0495-22-0602 

Mail：katudou@city.honjo.lg.jp 

 

mailto:katudou@city.honjo.lg.jp
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１．制度の趣旨  

 本庄市市民提案型協働事業制度は、営利を目的とせず、公益の増進に寄与する

活動を行う市民活動団体、地域コミュニティ団体、事業者等の団体からの提案を

受けて、本庄市と協働で事業を行うことにより、多様な主体と本庄市との連携・

協働を推進し、地域課題の解決や公益的サービスの更なる充実を図ることを目

的とするものです。 

 

２．募集する提案事業  

募集する提案事業は、次の全てに該当する事業です。 

（１）市民が受益者となる公益的な事業 

（２）市民活動団体、地域コミュニティ団体、事業者等の専門性や先駆性等の特 

性を活かした事業 

（３）役割分担が明確かつ妥当であり、協働で実施することにより相乗効果が期

待できる事業 

 

３．対象となる事業の要件  

提案事業は、次のいずれにも該当しないことを要件とします。 

（１）営利を目的とした事業 

（２）特定の個人や団体のみが利益を受ける事業 

（３）政治・宗教に関する活動を目的とする事業 

（４）公序良俗に反する事業 
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４．提案者の要件  

 提案をすることができるのは、次の全ての要件を満たす団体及び事業者です。

個人は対象となりません。 

（１）活動拠点が本庄市にあること。 

（２）団体の責任者及び事業責任者が特定できること。 

（３）３人以上の会員で組織されていること。 

（４）本庄市暴力団排除条例（平成２４年本庄市条例第２０号）第２条第１号に

規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条例第３条第２

項に規定する暴力団関係者でないこと。 

 

５．提案方法等  

＜提案時期＞ 

 随時、受け付けています。 

 まずは、提案内容の相互理解と本制度の趣旨に沿ったものであるか確認する

ため、『事前相談』が必要となります。 

 

＜提案方法＞ 

 まずは、事前相談シート（様式第１号）と団体の概要書（様式第 5号）に必要

事項を記入の上、市民活動推進課へ直接御持参ください。 

 ※相談の結果、正式提案に至らない場合もあります。 

 

＜提出書類＞ 

事前相談時、正式提案時、事業実施後にそれぞれ以下の書類を御提出ください。 

書類名 
事前 

相談時 

正式 

提案時 

事業 

実施後 

１）事前相談シート（様式第１号） ○   

２）市民協働事業提案書（様式第２号）  ○  

３）企画書（様式第３号）  ○  

４）実施スケジュール（様式第４号）  ○  

５）団体の概要書（様式第５号） ○   

６）暴力団排除に関する誓約書（様式第６号）  ○  

７）協働事業実績報告書（様式第７号）   〇 

※提出書類の様式は、市民活動推進課でお渡しする他、市ホームページからダウ

ンロードできます。 
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６．制度の流れ  

 
事前相談の結果、正式提案に至らない場合もあります 

事前相談時には、事業内容等を市で確認をします。その上で、担当課を決

定し、課題の共有ができた事業について、正式提案の受付を行います。 

※既存の制度等で対応が可能な場合は、当該制度等を御案内します。 

提案書類
を取得

•市民活動推進課窓口または市ホームページからダウンロードしま
す。

団体から
事前相談

•団体からの相談に対し、市民活動推進課が窓口となり、担当課へ
の取り次ぎをします。

担当課と
事前相談

•団体、市民活動推進課及び担当課の３者により、事業の内容や協
働実施の可能性、役割分担等を協議します。

正式提案
書類提出

•提案事業のアウトライン形成・合意後、正式提案に必要な書類を
市民活動推進課へ提出します。

担当課と
協議

•事業内容や役割分担等について担当課と協議します。

事業実施
•協議内容に沿って事業を実施します。

事業評価
検証

•団体が提出する実績報告書に基づき、協働事業の評価と検証を行
います。その評価をもとに改善し、次の活動にいかします。
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７．事業の公表について  

 事業の公平性及び透明性を高め、周知を図るため、以下の内容等を市ホームペ

ージに掲載します。 

・事業の応募状況（市民活動団体名、事業名、事業の概要等） 

・事業経過等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

年  月  日 

 （あて先）本庄市長 

 

事前相談シート 

                      

団体名 
 

 

事業名 
 

提案事業の 

概要 

 

 

役割分担 

団体の役割 市に期待する役割 

  

 



様式第２号 

 

 

市民協働事業提案書 

年  月  日 

（あて先）本庄市長 

 

所 在 地 

団 体 名 

代表者氏名       

 

次のとおり提案します。 

 

事業名 

 

事業期間 

（予定） 

 

事業概要 

 

 

事業見込額 

 

 

添付書類 

□企画書（様式第３号） 

□実施スケジュール（様式第４号） 

□暴力団排除に関する誓約書（様式第６号） 



※提案事業の要件（確認した場合は、各項目の左の□にチェック（レ）

をしてください。） 

 

１～４すべてにチェック（レ）が入らない場合は、提案できません。 

 

 

□１ 営利を目的とした事業でないこと 

□２ 特定の個人や団体のみが利益を受ける事業でないこと 

□３ 政治・宗教に関する活動を目的とする事業でないこと 

□４ 公序良俗に反する事業でないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号 

企画書 

事業名 

 

事業の目的 

 

事業の詳細 

 

 

事業の目標

  ・効果 

 

役割分担 

団体の役割 市の役割 

  

 



様式第４号 

実施スケジュール 

 

提案事業の実施スケジュールを記入してください。 

時 期 内   容 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 



様式第５号 

団体の概要書 

団体の名称 
（ふりがな） 

 

所在地 
〒 

代表者氏名 
（ふりがな） 

 

団体の 

ホームページ 

 

設立年月 年  月   

会員数  

活動・事業目的 

 

主な活動内容 

・活動場所 

 

連絡先 

（ふりがな） 

担当者氏名： 

住  所： 

電話番号： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

メールアドレス： 

 

 



様式第６号 

年  月  日 

 （あて先）本庄市長 

 

暴力団排除に関する誓約書 

 

                    所 在 地 

                  団 体 名 

                                    代表者氏名          

 

 

 当団体は、本庄市暴力団排除条例に基づき、暴力団等との関係を有し

ていないこと及び説明を求められた際には誠実に応じることを誓約しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号 

年  月  日 

 （あて先）本庄市長 

 

協働事業実績報告書  

団体名 
 

事業名 
 

実施期間 
 

実施内容 

 

 

各主体の役割 

団体 市 

  

事業の成果 

 

事業の課題と

今後の展開 

 

 


